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令和２年度諮問第１号  

令和２年度答申第１号  

答申書  

 

第１  審査会の結論  

川越市長が令和２年２月２７日付けで審査請求人○○○○（以下

「審査請求人」という。）に対して行った戸籍の附票の写しの不交

付処分について審査請求人が同年５月１９日付けで提起した審査

請求（令和２年第１号。以下「本件審査請求」という。）は、棄却

するのが妥当である。  

 

第２  事案の概要  

 １  本件は、審査請求人が、令和２年２月２７日に川越市長（以下

「処分庁」という。）に対して行った審査請求人の子の戸籍の附

票の写しの交付請求（以下「本件交付請求」という。）に対する

処分庁による住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下「法」

という。）第２０条第５項において準用する法第１２条第６項の

規定により戸籍の附票の写しを交付しないこととした処分（以下

「本件処分」という。）について、ドメスティック・バイオレン

ス及びストーカー行為の事実がないにもかかわらずなされたこ

とが違法又は不当であるとして、本件処分の取消しを求める事案

である。  

 ２  処分に至る経緯（前提事実）  

  ⑴  令和元年中に、審査請求人の子（以下「支援措置申出者」と

いう。）は、住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の写

し等の交付並びに戸籍の附票の写しの交付（以下「住民基本台
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帳の閲覧等」という。）におけるドメスティック・バイオレン

ス、ストーカー行為等及び児童虐待（以下これらを「ドメステ

ィック・バイオレンス等」という。）及びこれらに準ずる行為

の被害者の保護の措置（以下「支援措置」という。）の実施を

求める住民基本台帳事務における支援措置申出書（乙第１号証

の１。以下「本件申出書」という。）及び住民基本台帳事務に

おける支援措置変更申出書（乙第１号証の２。以下「本件変更

申出書」という。）を、支援措置申出者の住所地を管轄する地

方公共団体の長宛に提出した。  

  ⑵  上記地方公共団体の長は、令和元年中に、支援措置申出者が

ドメスティック・バイオレンス等及びこれらに準ずる行為の被

害者として保護すべき状況にあることを確認した相談機関の

意見を踏まえ、本件申出書が提出された日から１年間の支援措

置申出者に対する支援措置の実施を決定した後、支援措置申出

者が併せて支援措置の実施を求める川越市長（処分庁）に対し、

本件申出書及び本件変更申出書（以下「本件申出書等」という。）

の写しを転送した（乙第２号証）。  

  ⑶  審査請求人は、令和２年２月２７日、本件交付請求を行った

（法第２０条第１項及び第５項において準用する法第１２条

第２項並びに戸籍の附票の写しの交付に関する省令（昭和６０

年法務省・自治省令第１号）第１条）。  

  ⑷  上記⑶の本件交付請求を受けた処分庁職員は、本件交付請求

の対象者が支援措置の申出者であること及び本件交付請求の

請求者である審査請求人が本件申出書等に加害者として記載

されている者であることを確認した。  
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⑸  そのため処分庁職員は、上記⑶の本件交付請求に対し、支援

措置対象者の戸籍の附票であることを理由に本件処分を行っ

た（法第２０条第５項において準用する法第１２条第６項）。  

 ３  審査請求手続の経過  

  ⑴  審査請求人は、令和２年５月１９日、本件処分の取消しの裁

決を求めて審査請求書を提出した。  

  ⑵  処分庁は、令和２年６月２２日、審理員に対し、弁明書及び

乙第１号証の１から乙第３号証までを提出した。  

  ⑶  審査請求人は、令和２年７月２１日、審理員に対し、反論書

及びパーソナリティー障害に関する文献の写し（甲第１号証）

を提出した。  

  ⑷  審査請求人は、令和２年９月１５日、審理員に対し、主張書

面を提出した。  

  ⑸  審理員は、令和２年１０月１３日付け、審査庁に審理員意

見書を提出した。  

  ⑹  審査庁は、令和２年１０月２９日付け、当審査会に諮問し

た。  

  ⑺  審査請求人は、令和２年１２月２２日付け、当審査会に主

張書面を提出した。  

 

第３  審査関係人の主張の要旨  

 １  審査請求人の主張  

⑴  審査請求人が支援措置の申出の根拠となるドメスティック・

バイオレンス又はストーカー行為をした事実がないにもかか

わらず、処分庁が支援措置として行った本件処分には、違法又
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は不当がある。  

⑵  主張書面記載の要旨  

  審査請求人が子の戸籍の附票を交付請求する理由は、精神

的に不安定な子の安否確認のためであり、請求の目的が不当

であると判断されることは受け入れ難い。  

 ２  処分庁の主張  

本件処分は、法及び住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年

１０月４日付け法務省民事甲第２６７１号、自治振第１５０

号等法務省民事局長、自治省行政局長等から各都道府県知事

あて通知。乙第３号証。以下「国要領」という。）に則り、支

援措置の目的を踏まえて決定したものであり、違法又は不当

な点はない。  

３  審査庁の判断  

審理員意見書と同旨である。  

 

第４  審理員意見書の要旨  

＜結論＞  

本件審査請求を棄却するのが相当である。  

＜理由＞  

 １  法令等の規定  

  ⑴  住民基本台帳法の規定  

①  戸籍の附票に記録されている者又はその直系尊属らは、こ

れらの者が記録されている戸籍の附票を備える市町村の市

町村長に対し、これらの者に係る戸籍の附票の写しの交付を

請求することができる（法第２０条第１項）。  
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②  市町村長は、戸籍の附票の写しの交付請求が不当な目的に

よることが明らかなときは、これを拒むことができる（法第

２０条第５項において準用する法第１２条第６項）。  

  ⑵  住民基本台帳事務処理要領の規定  

①  市町村は、ドメスティック・バイオレンス等及びこれらに

準ずる行為の加害者が、戸籍の附票の写しの交付の制度を不

当に利用してそれらの行為の被害者の住所を探索すること

を防止し、もって被害者の保護を図ることを目的として、上

記⑴②記載の規定に基づき、次の措置等を講ずるものとして

いる（国要領第５－１０）。  

   ②  申出の受付け  

ア  市町村長は、その備える住民基本台帳又はその作成する

戸籍の附票に記録されている者で、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３

１号。以下「配偶者暴力防止法」という。）第１条第２項に

規定する被害者（配偶者から暴力を受けた者）であり、か

つ、暴力によりその生命又は身体に危害を受けるおそれが

あるもの等（以下「支援措置対象被害者」という。）からの

支援措置の実施を求める旨の申出を受け付ける（国要領第

５－１０ア（ア））。  

    イ  最初に上記アの申出を受けた市町村長（以下「当初受付

市町村長」という。）は、支援措置の申出者が、他の市町

村に対して、併せて支援措置を実施することを求める場合

にはその申出について、併せて申出書に記載することを求

める（国要領第５－１０ア（ウ））。  
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    ウ  当初受付市町村長は、申出者に対し、市町村の事務所へ

の出頭を求め、個人番号カード等の写真が貼付された身分

証明書の提示を求めるなどの方法により、本人確認を行う

（国要領第５－１０ア（エ））。  

   ③  支援の必要性の確認   

当初受付市町村長は、支援措置の申出者が支援措置対象被

害者に該当し、かつ、当該申出に係るドメスティック・バイ

オレンス等及びこれらに準ずる行為の加害者（第４の１⑵に

おいて「加害者」という。）が当該申出者の住所を探索する目

的で、住民基本台帳の閲覧等を行うおそれがあると認められ

るかどうかについて、警察、配偶者暴力相談支援センター、

児童相談所等の意見を聴取し、又は裁判所の発行する保護命

令決定書の写し若しくはストーカー行為等の規制等に関す

る法律（平成１２年法律第８１号）に基づく警告等実施書面

等の提出を求めることにより確認する。この場合において、

市町村長は、上記以外の適切な方法がある場合には、その方

法により確認することとしても差し支えない（国要領第５－

１０イ（ア））。  

   ④  他の市町村長への転送  

支援の必要性があることを確認した当初受付市町村長は、

申出者が、他の市町村長に対して、併せて支援措置を実施す

ることを求める場合には、上記②イに基づき当該申出につい

て併せて記載された申出書の写しを、当該他の市町村長に対

して転送する（国要領第５－１０エ）。  

   ⑤  他の市町村における支援の必要性の確認  
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 上記④の転送を受けた他の市町村長は、当初受付市町村長

を経由して申出がなされたものとして、上記③の例により、

支援の必要性を確認する。なお、この場合、当該他の市町村

長においては、原則として、当初受付市町村長が支援の必要

性があることを確認したことをもって、当該他の市町村長に

おける支援の必要性があることとする取扱いとして差し支

えない（国要領第５－１０オ）。  

  ⑥  支援措置の期間  

支援措置の期間は、いずれの市町村における支援措置につ

いても、上記③に基づき当初受付市町村長が確認の結果を申

出者に連絡した日から起算して１年とする（国要領第５－１

０カ）。  

   ⑦  戸籍の附票の写しの交付請求又は申出に係る支援措置  

     市町村長は、支援対象者に係る戸籍の附票（支援対象者に

係る部分）の写しの交付について、加害者が判明しており、

加害者から請求又は申出がなされた場合には、不当な目的が

あるものとして請求を拒否する。ただし、国要領５－１０コ

（ア）Ａ（Ｃ）に準じて請求事由又は利用目的をより厳格に

審査した結果、請求又は申出に特別の必要があると認められ

る場合には、交付する必要がある機関等から交付請求を受け

る、加害者の了解を得て交付する必要がある機関等に市町村

長が交付する、又は支援対象者から交付請求を受けるなどの

方法により、加害者に交付せず目的を達成することが望まし

い（国要領５－１０コ（イ）（Ａ））。  

 ２  本件処分の違法性・不当性について  
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  ⑴  国要領に定める処理基準の適法性及び合理性  

   ①  国及び地方公共団体は、配偶者暴力防止法等により、被害

者の保護、支援等の責務を負うとされる（配偶者暴力防止法

第２条等）。それに関連して、国は、前記１⑴②の法第２０

条第５項において準用する法第１２条第６項に規定する「不

当な目的によることが明らかなとき」の解釈及び運用につき、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１

項の規定に基づく技術的助言（以下「技術的助言」という。）

として国要領を定め、各都道府県知事宛てに通知している。 

  ②  処分庁においては、この国の技術的助言である国要領に従

って法の事務を行っているところ、国要領に定められた支援

措置制度は、ドメスティック・バイオレンス等及びこれらに

準ずる行為の加害者が住民基本台帳の閲覧等を不当に利用

して同行為の被害者の住所を探索することを防止し、被害者

の保護を図ることを目的としており、処分庁以外の市町村で

も同様の制度が実施されているものであり、それ自体、合理

的な目的と内容を有するものと解される（東京地方裁判所平

成２８年３月３０日判決参照）。  

  ③  法第２０条第５項において準用する法第１２条第６項は、

戸籍の附票に記載又は記録がされた事項（法第１７条）が個

人のプライバシーに関わるものであることから、法律上戸籍

の附票の写しの交付を請求できる者の利益などと調整を図

るための規定であり、同項に規定する「不当な目的」とは、

戸籍の附票に記載又は記録がされた事項を知ることについ

て社会通念上相当と認められる必要性又は合理性がないに
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もかかわらず、当該事項の探索等をしようとすることをいう

ものと解するのが相当であると解される（東京高等裁判所令

和元年６月２７日判決参照）。  

④  ドメスティック・バイオレンス等及びこれらに準ずる行為

の被害は、第三者には状況が把握し難い場合があり、その加

害者の暴力行為等が程度を増し、その被害が深刻化しやすい

ものであるとの性質がある。  

そこで、戸籍の附票の写しの交付事務を行う市町村が配偶

者暴力防止法等に基づきドメスティック・バイオレンス等及

びこれらに準ずる行為の被害者の保護、支援等の責務を負う

ことを踏まえれば、その被害者から支援措置を求める申出が

なされ、その支援の必要性が確認されたものについては、ド

メスティック・バイオレンス等及びこれらに準ずる行為の加

害者とされる者がした戸籍の附票の写しの交付請求を、社会

通念上相当と認められる必要性又は合理性がないにもかか

わらず、戸籍の附票に記載又は記録がされた事項の探索等を

しようとするものであることが明らかなものであり、法第２

０条第５項において準用する法第１２条第６項に規定する

「不当な目的によることが明らかなとき」に該当するものと

して、市町村長が同項の規定により戸籍の附票の写しを交付

しない処分を行うこともその裁量権の行使として許容され

ると解される。  

以上の理由から、処分庁が国要領に従って法第２０条第５

項において準用する法第１２条第６項の規定により本件処

分を行ったのであれば、その処分に違法及び不当な点はない



 

10 

 

 

というべきである。  

  ⑵  本件処分  

   ①  本件処分の手続について  

処分庁が、本件交付請求に係る対象者（支援措置申出者）

が国要領第５－１０ア（ア）及び（ウ）に該当するものであ

ること及び戸籍の附票の写しの交付について国要領第５－

１０コ（イ）に係る措置を求めていること並びに支援の必要

性の確認を国要領第５－１０オの方法により実施している

ことは、本件交付請求に係る対象者（支援措置申出者）の住

所地を管轄する地方公共団体の長から当該対象者に係る支

援措置が決定されたことが通知され（乙第２号証）、及び本件

申出書等の写しが転送されている（乙第１号証の１及び２）

ことから、明らかである。  

②  本件処分（支援措置の実施）について  

 処分庁は、審査請求人が本件申出書等に加害者として記載

されている者であること、本件交付請求の目的が支援措置申

出者の居場所を探索することであると認められたことから

（この点は、審査請求人の反論書からも明らかである。）、国

要領５－１０コ（イ）（Ａ）のとおり本件交付請求に不当な目

的があるものとして、本件交付請求に係る戸籍の附票の写し

を交付しないとの決定をしたものであって、その他国要領の

手続に反した点も見当たらないことからすれば、本件処分に

違法及び不当な点はない。  

  ⑶  審査請求人の主張について  

    審査請求人は、自身が支援措置の対象となる行為をした事実
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がないのであるから、不当な目的があるとして本件処分をする

ことは許されないと主張する。  

 しかしながら、支援の必要性を確認するに当たって、国要領

第５－１０イ（ア）によると加害者が支援措置の申出者の住所

を探索する目的で、住民基本台帳の閲覧等を行うおそれがある

と認められるかどうかについては、警察等の相談機関等から聴

取した意見又は裁判所等が発行する書面の提出を求めること

により確認することとされており、処分庁がその前提となるド

メスティック・バイオレンス等及びこれらに準ずる行為の有無

を直接判断することとしていない。  

また、審査請求手続は、加害者とされる者と被害者とされる

者を当事者として対立構造のもとに審理手続を行い、双方の主

張立証を尽くさせるものではない。  

よって、審査請求人の上記主張について審理手続上判断する

ことはできない。  

 

第５  調査審議の経過  

当審査会では、本件審査請求について以下のとおり審議した。  

令和２年１０月２９日  審査庁から諮問書を受理  

令和２年１２月２２日  審査請求人から主張書面を受理  

令和３年３月２９日  審議  

 

第６  審査会の判断  

１  本件処分は、審査請求人が処分庁に対して行った子の戸籍の

附票の写しの交付請求について、国要領第５－１０及び法第２
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０条第５項において準用する法第１２条第６項に該当するこ

とを理由に不交付の決定をしたものである。  

 ２  支援措置制度について  

住民基本台帳事務における支援措置制度は、ドメスティッ

ク・バイオレンス等の加害者が、住民票の写しや戸籍の附票の

写しの交付の制度を不当に利用してそれらの行為の被害者の

住所を探索することを防止し、もって被害者の保護を図ること

を目的として国要領第５－１０に規定されているものである。

具体的には、市町村長は、被害を訴える本人からの申出を受け

た場合には、申出者が支援措置対象被害者に該当し、かつ、支

援の必要性を警察、配偶者暴力相談センター、児童相談所等の

意見を聴取するなどの方法により確認できたときは、本人の住

民票の写しや戸籍の附票の写しについて加害者又は第三者か

らの交付請求を拒否するなどの支援措置を講ずるものとされ

ている。  

また、支援の必要性を確認した当初受付市町村長からの転送

を受けた他の市町村長は、原則、当初受付市町村長が支援の必

要性があることを確認したことをもって、当該他の市町村長に

おける支援の必要性があることとする取扱いとして差し支え

ないとされている。  

 ３  本件処分の違法性・不当性について  

   本件処分に係る支援措置の実施については、本件交付請求に

係る対象者が、国要領第５－１０ア（ア）及び（ウ）に該当す

るものであること並びに戸籍の附票の写しの交付について国

要領第５－１０コ（イ）に係る措置を求めていること、また、
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処分庁が支援の必要性の確認を国要領第５－１０オの方法に

より実施していることは、本件交付請求に係る対象者の住所地

を管轄する地方公共団体の長から当該対象者に係る支援措置

が決定されたことが通知され（乙第２号証）、及び当該対象者

に係る支援措置申出書の写しが転送されていること（乙第１号

証の１及び２）から、明らかである。したがって、本件処分は

国要領に則り行われたものとして、違法又は不当な点は認めら

れない。  

 ４  不当な目的かどうかについて  

 審査請求人は加害者である事実はなく、また、本件交付請求

の目的についても審査請求人の子の安否確認を行うことであ

り、不当な目的ではないと主張している。  

   国要領５－１０コ（イ）（A）によれば、市町村長は、支援対

象者に係る戸籍の附票（支援対象者に係る部分）の写しの交付

について、加害者が判明しており、加害者から請求又は申出が

なされた場合には、不当な目的があるものとして請求を拒否す

るものとされている。  

本件に関しては、審査請求人が本件申出書等に加害者として

記載されている者であること、また、本件交付請求の目的が支

援措置申出者の居場所を探索することであることが認められ

ており、たとえ審査請求人の本件交付請求の目的が子の安否確

認を行うためのものであったとしても、処分庁が国要領５－１

０コ（イ）（A）のとおり本件交付請求を「不当な目的によるこ

とが明らかなとき」に該当するものとして本件処分を行ったこ

とは、ドメスティック・バイオレンス等の行為により起こり得
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る事件の重大性及び支援措置制度が被害者の生命・身体の保護

を図るための施策として合理的な目的と内容を有するもので

あるとされていることからすると、違法又は不当であるとは認

められない。  

５  審査請求人のその他の主張について  

  審査請求人は、自身が支援措置の対象となる行為をした事実

はなく支援措置制度が悪用されていると主張するが、支援措置

申出の前提となるドメスティック・バイオレンス等及びこれら

に準ずる行為の有無についてを処分庁において直接判断する

ことを制度上要請されているものではなく、また、審査請求制

度においても判断することはできないとする審理員の意見は

妥当である。  

６  本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認め

られる。  

 ７  以上のことから、本件処分に違法又は不当な点はないことが

認められるため、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

８  付言  

今回の審査請求は、審査請求人が精神的な疾患を抱える子の

安否確認の手段として、戸籍の附票の写しの交付請求を行った

ことが発端となった事案である。  

   審査請求人は、子又はその配偶者との間に起きている民事又

は家事の問題を解決することや子の依存性及びある種の障害

を抱えていることから本人の保護が必要であることを本件審

査請求の目的であると述べているが、それらの問題については、

審理員からも案内しているように、相応の相談機関や弁護士等
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の法律の専門家へ相談し解決を目指すべきであると考える。  

 

令和３年３月３１日  

川 越 市 行 政 不 服 審 査 会  

会  長  田  村  泰  俊   

副会長  大  森  三起子   

委  員  佐  藤  恭  子   

委  員  西  川  利  雄   

委  員   林   和  彦

 


